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 資料 ２  

 

役員退職手当支給規程改正のポイント 
 

 

国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律（平成 24 年法律第 96 号。） 

「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成 24 年８月７日閣議決定） 
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人 

名 
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（退職手当の支給） 

第２条 退職手当は、役員が退職し、又は解任さ

れた場合に、その者（死亡により退職した場合は、

その遺族）に支給する。 

２ 退職手当は、法令に基づき控除すべき金額が

ある場合には、支払うべき退職手当の金額からそ

の金額を控除して支給する。 

３ 退職手当は、役員が退職した日から起算して

１月以内に支払わなければならない。ただし、死

亡により退職した者に対する退職手当の支給を

受けるべき者を確知することができない場合そ

の他特別の事情がある場合は、この限りでない。

 

 

 

 

（退職手当の額） 

第６条 退職手当の額は、在職期間１月につき、

退職し、又は解任された日におけるその者の俸給

の月額に１００分の１２．５の割合を乗じて得た

額を基準とし、これに内閣府独立行政法人評価委

員会（以下「委員会」という。）が０．０から２．

０の範囲内で業績に応じて決定する業績勘案率

を乗じて得た金額とする。ただし、第７条の２第

１項又は第８条後段の規定により引き続き在職

したものとみなされた者の退職手当の額は、異な

る役職ごとの在職期間（以下「役職別期間」とい

う。）１月につき、退職の日における当該異なる

役職ごとの俸給の月額に１００分の１２．５の割

合を乗じて得た額を基準とし、これに委員会が

０．０から２．０の範囲内で業績に応じて決定す

る業績勘案率を乗じて得たそれぞれの額の合計

額とする。 

 
（退職手当の支給） 

第２条 退職手当は、役員が退職し、又は解任さ

れた場合に、その者（死亡により退職した場合は、

その遺族）に支給する。 

２ 退職手当は、法令に基づき控除すべき金額が

ある場合には、支払うべき退職手当の金額からそ

の金額を控除して支給する。 

３ 退職手当は、第６条に規定する業績勘案率が

決定された日から起算して１月以内に支払わな

ければならない。ただし、死亡により退職した者

に対する退職手当の支給を受けるべき者を確知

することができない場合その他特別の事情があ

る場合は、この限りでない。 

 

平成25年5月31日より適用 

 

 

（退職手当の額） 

第６条 退職手当の額は、在職期間１月につき、

退職し、又は解任された日におけるその者の俸給

の月額に１００分の１２．５の割合を乗じて得た

額を基準とし、これに内閣府独立行政法人評価委

員会（以下「委員会」という。）が０．０から２．

０の範囲内で業績に応じて決定する業績勘案率

を乗じ、その額に１００分の８７の割合を乗じて

得た金額とする。ただし、第７条の２第１項又は

第８条後段の規定により引き続き在職したもの

とみなされた者の退職手当の額は、異なる役職ご

との在職期間（以下「役職別期間」という。）１

月につき、退職の日における当該異なる役職ごと

の俸給の月額に１００分の１２．５の割合を乗じ

て得た額を基準とし、これに委員会が０．０から

２．０の範囲内で業績に応じて決定する業績勘案

率を乗じ、その額に１００分の８７の割合を乗じ

て得たそれぞれの額の合計額とする。 
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 退職日に応じて、以下のとおり段階的に引き下

げる。 

①平成 25 年 1 月 1 日～平成 25 年 9 月 30 日に退

職  支給額×98/100 
②平成 25 年 10 月 1 日～平成 26 年 6 月 30 日に退

職   支給額×92/100 
③平成 26 年 7 月 1 日以降に退職 
          支給額×87/100 
 

 平成25年1月1日より施行 
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（退職手当の支払方法） 

第３条 退職手当は、他の法令の別段の定めがあ

る場合を除き、その全額を、現金で、直接この

規程の定めにより支給を受けるべき者に支払

わなければならない。ただし、法令で定める確

実な方法により支払う場合は、この限りでな

い。 

２ 退職手当は、役員が退職した日から起算して

１月以内に支払わなければならない。ただし、

死亡により退職した者に係る退職手当の支給

を受けるべき者を確知することができない場

合その他特別の事情がある場合は、この限りで

ない。 

 

（退職手当の額） 

第４条 退職手当の額は、在職期間１月につき、

役員が退職の日におけるその者の俸給月額に

100 分の 12.5 の割合（以下、この条において

「業績割合」という。）を乗じて得た額に独立

行政法人評価委員会（以下「委員会」という。）

が0.0から2.0の範囲内で業績に応じて決定す

る業績勘案率を乗じて得た額とする。ただし、

第６条の規定により引き続き在職したものと

みなされた者の退職手当の額は、異なる役職ご

との在職期間（以下「役職別期間」という。）

１月につき、退職の日における異なる役職ごと

の俸給月額に業績割合を乗じて得た額に委員

会が0.0から2.0の範囲内で業績に応じて決定

する業績勘案率を乗じて得たそれぞれの額の

合計額とする。 

 

 

 

２ 業務勘案率は、別表第１に定めるところによ

る。 

 

（退職手当の支払方法） 

第３条 退職手当は、他の法令の別段の定めが

ある場合を除き、その全額を、現金で、直接

この規程の定めにより支給を受けるべき者に

支払わなければならない。ただし、法令で定

める確実な方法により支払う場合は、この限

りでない。 

２ 退職手当は、役員の退職に係る業績勘案率

の決定通知を受けた日から起算して１月以内

に支払わなければならない。ただし、死亡によ

り退職した者に係る退職手当の支給を受ける

べき者を確知することができない場合その他

特別の事情がある場合は、この限りでない。 

 

（退職手当の額） 

第４条 退職手当の額は、在職期間１月につき、

役員が退職の日におけるその者の俸給月額に

100 分の 12.5 の割合（以下、この条において

「業績割合」という。）を乗じて得た額に独立

行政法人評価委員会（以下「委員会」という。）

が 0.0 から 2.0 の範囲内で業績に応じて決定

する業績勘案率を乗じて得た額に、100 分の

97 の割合を乗じて得た額とする。ただし、第

６条の規定により引き続き在職したものとみ

なされた者の退職手当の額は、異なる役職ご

との在職期間（以下「役職別期間」という。）

１月につき、退職の日における異なる役職ご

との俸給月額に業績割合を乗じて得た額に委

員会が 0.0 から 2.0 の範囲内で業績に応じて

決定する業績勘案率を乗じて得たそれぞれの

額に、100 分の 97 の割合を乗じて得た額の合

計額とする。 

 

２ 業務勘案率は、別表第１に定めるところに

よる。 

 

         平成25年３月15日より施行 
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（退職手当の額） 

第３条 退職手当の額は、在職期間１月につき、

退職の日におけるその者の俸給月額に 100 分の

12.5 の割合を乗じた額に、内閣府の独立行政法

人評価委員会（以下「委員会」という。）が 0.0

から 2.0 の範囲内で業績に応じて決定する業績

勘案率を乗じて得た額とする。ただし、第６条後

段の規定により引き続き在職したものとみなさ

れた者の退職手当の額は、異なる役職ごとの在職

期間（以下「役職別期間」という。）１月につき、

退職の日における当該異なる役職ごとの俸給月

額に 100 分の 12.5 の割合を乗じて得た額に委員

会が0.0から2.0の範囲内で業績に応じて決定す

る業績勘案率を乗じて得たそれぞれの額の合計

額とする。 

 

【退職手当の算定式】 

 

俸給月額×0.125×在職月数×業績勘案率 

 

（退職手当の額） 

第３条 変更なし 

 

 

附  則 （平成 25 年 3 月 29 日規程第 7号） 

１ この規程は、平成 25 年 3 月 31 日から施行す

る。 

２ 退職手当の額においては、当分の間、規程第

3 条で算出された総額に 100 分の 98 の割合を

乗じて得た額とする。 

 

 

 

 

 

 

【退職手当の算定式】 

当分の間、 

俸給月額×0.125×在職月数×業績勘案率×

0.98 

 

平成 25 年 3 月 31 日から施行 

 

 


